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平成３０年度 横手市社会福祉協議会事業計画 

 

 

はじめに 

  

人口減少や少子高齢化、核家族化の進行などによる家族形態の変化、地域でのつ

ながりの希薄化に伴い、支え合う機能の低下や複合的な課題を抱えるケースなど多

様な地域生活課題が顕著に現れてきています。 

地域福祉事業では、地域共生社会の実現とその推進に向けて、社会福祉協議会が

地域の中で中核的な担い手として主導的な役割を果たすことが求められてきており

ます。 

平成３０年度は介護報酬・診療報酬及び障害サービス報酬等の同時改定となり、

報酬改定等を踏まえた経営実態の把握と今後の事業経営について検討を行います。 

また、「秋田県介護サービス事業所認証評価制度」の認証に向けて、職場環境の

整備と人材育成計画の策定・実施により、法人としてのレベルアップを図ります。 

介護事業では、サービスの質の向上を図るための研修体制の整備と、地域福祉部

門と在宅事業所・施設部門の一体的な連携強化を推進し、安定した経営を目指して

参ります。 

 

 

 

Ⅰ 基本理念 

 

  本会は、住民の参加と公私協働による「誰もが安心して暮らすことのできる地域

づくり」を目標として活動に取り組みます。 

 

Ⅱ 基本方針 

 

１．私たちは、住民と共に、地域における福祉課題の把握と解決に努めます。 

１．私たちは、サービス利用者の人権を尊重し、質の高い福祉サービスの提供に

努めます。 

１．私たちは、地域におけるあらゆる団体・組織との連携を図り、総合的な支援

体制づくりに努めます。 

１．私たちは、地域福祉を推進する民間団体として、自らの専門的役割と責務を

自覚し、自己研鑽に努めます。 
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【法人総務部門】 

 
法人総務部門では、新たな取り組みとして「介護サービス事業所認証評価制度」の秋田県に

よる認証を平成３０年度に取得することを目標とします。人材の確保や資質の向上、労働環境

や処遇の改善に積極的に取り組み、働きやすく、やりがいの感じられる福祉の職場環境の体制

整備を推進してまいります。 

経理関係では、財務規律の強化や、様々な媒体を通じて、経営情報の閲覧、公表を行い、透

明性の高い法人運営を確立します。 

人事・労務関係では、人材のキャリアパス導入と育成支援、面談制度の充実や階層別研修の

積極的な参加、職場環境の整備により、休暇取得と労働時間短縮、母性健康管理・育児や介護

と仕事の両立できる取組の実施を図ります。 

介護保険事業関係では、法人の財政基盤を支える大きな柱であることから、平成３０年介護

報酬改定事項に対応し、収益性の向上と多職種連携によるサービスの質の向上を図ってまいり

ます。 

 

１.総務、事業関係 

（１）役員会、委員会等 

 正副会長会、理事会、監事会、評議員会を定期的に開催し、経営組織のガバナンス強化、

牽制機能の発揮、財務会計に係るチェック体制整備など、法人の経営に関する方針を明確

にすると共に、経営・運営上必要な事項を定め、健全な法人運営に努めます。 

①正副会長会        年５回 

②理事会          年４回 

③監事会          年２回 

④評議員会         年３回 

⑤総合企画部会       年３回 

⑥地域福祉部会       年３回 

⑦事業経営部会       年３回 

⑧苦情解決第三者委員会   年１回  

⑨資金貸付事業運営委員会  年２回 

⑩広報委員会        年４回 

 

（２）組織と職員体制 

 良質なサービスを効率的、効果的に提供していくために、法人内の他部署との連携、協

働により、付加価値を生み出せる体制整備の実現と、職員一人ひとりの意識の向上・構築

を図ります。 

 

（３）役職員研修 

 将来の社協運営に必要な事業推進が図れるよう、先進地社協への視察や、職員研修の充

実による人材育成に取り組むなど、社協役職員としての自覚と意識の向上に努めます。 



 

 ① 役員研修 先進地視察研修等 

② 職員研修 全体研修、事業所別研修、専門分野別研修、階層別研修等 

 

（４）健全経営に向けた取り組みについて 

社会福祉法人制度改革において求められている経営組織のガバナンスの強化、事業運

営の透明性の向上、財務規律の強化など、社会福祉協議会として今後も地域の皆様に信

頼され、より安定した法人運営ができるよう、組織運営体制を整備してまいります。 

 

（５）規程関係の見直しについて 

 各種規程については、現状に即した見直しを図るとともに、制度改正に沿った変更を適

宜適切に行います。 

 

（６）職場の安全衛生について 

 衛生委員会の開催や職員の福利厚生事業を継続的に進めてまいります。また、ストレス

チェック制度の活用により、職員個々のストレス軽減や職場環境の改善に努めてまいりま

す。 

 

（７）ホームページの運用について 

 ホームページを有効的に活用することにより、法人の広報機能を強化し、事業計画、事

業報告、法人の理念や事業活動、提供するサービス内容、社協だより等、ホームページを

一元化し発信力を高めるなど、戦略的かつ効果的な取り組みと、人材確保のための求人募

集等を行ってまいります。 

 

２.指定管理事業関係 

    基本協定に基づき、適正かつ健全な運営管理に努めます。 

（１）指定管理施設 

①十文字町健康福祉センター  （平成 26年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

②山内ほっとパレスゆうらく館 （平成 26年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

   ③大雄地域福祉センター    （平成 26年 4月 1日～平成 31年 3月 31日） 

 

３.介護保険事業関係 

＜在 宅 部 門＞ 

（１）居宅介護支援事業所 

（事業目標） 

ご利用者・ご家族、地域の皆様との信頼関係を築き、いつでも気軽に相談できる事業所

を目指します。また、社協らしい事業展開として、ご利用者の立場にたった質の高いサー

ビス提供を心がけると共に、地域福祉係や介護保険事業所との連携により介護支援専門員

としての役割を果たすことができるように努力いたします。 

  



 

   実施事業：介護保険事業、介護予防支援計画、介護予防ケアマネジメント、介護保険認定

調査 

   事 業 所：横手福祉センター指定居宅介護支援事業所 

         営業日：月～土（12/29～1/3 除く）   営業時間：8：30～17：30 

平寿苑指定居宅介護支援事業所 

営業日：月～土（12/29～1/3 除く）   営業時間：8：30～17：30 

        雄物川福祉センター指定居宅介護支援事業所 

         営業日：月～金（祝日、12/29～1/3 除く）営業時間：8：30～17：30 

西部指定居宅介護支援事業所 

         営業日：月～金（祝日、12/29～1/3 除く）営業時間：8：30～17：30 

山内福祉センター指定居宅介護支援事業所 

         営業日：月～金（祝日、12/29～1/3 除く）営業時間：8：30～17：30 

十文字福祉センター指定居宅介護支援事業所 

営業日：月～土（12/29～1/3 除く）   営業時間：8：30～17：30 

 

（２）訪問介護事業所 

（事業目標） 

訪問介護サービスを必要とする方に対し、可能な限り居宅において、その有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことのできるよう適切な援助をいたします。また、地域に

根差した事業所として、実績と信頼のもと、ご利用者に安心と安らぎをお届けするため、

笑顔と真心を持ってサービス提供に努めてまいります。 

    研修会への参加や内部研修を積極的に行い、より質の高いサービス提供に努めてまいり

ます。 

 

   実施事業：介護保険事業、居宅介護事業（障害者総合支援法）、移動支援事業（市受託事業

（障がい）） 

   事 業 所：指定訪問介護事業所（指定居宅介護事業所） 

         営業日：毎日  営業時間：6：00～22：00 

 

（３）訪問入浴介護事業所 

（事業目標） 

在宅での入浴困難なご利用者に対して「安心、安全、快適」な入浴サービスを提供いた

します。身体の清潔保持はもちろん、心身機能の活性化につながるような援助を行います。

また、そのご利用者を取り巻く関係機関と連携を取りながら安心した在宅生活ができるよ

うに支援します。 

 

   実施事業：介護保険事業、訪問入浴事業（市受託事業（障がい）） 

   事 業 所：指定訪問入浴介護事業所 

       営業日：月～金（12/31～1/1 除く）  営業時間：8：30～17：30 



 

 

（４）通所介護事業所 

（事業目標） 

個々の事業所が持つ特性を生かし、ご利用者一人ひとりが穏やかに過ごせる環境作りに

努め、心身の状態に合わせた援助を行い、在宅生活の維持に「つながる」支援を目指しま

す。 

    ご利用者やご家族の小さな声（要望）にも耳を傾け、意向に沿ったサービス提供を行い

選ばれる事業所を目指します。 

 

   実施事業：介護保険事業、基準該当生活介護事業（障害者総合支援法） 

        障がい児者デイサービス事業（市受託事業（障がい）） 

   事 業 所：康寿館指定通所介護事業所（基準該当生活介護事業所） 

         定員 30 名 営業日：月～土（12/31～1/3 除く）営業時間：9：30～16：45 

        平寿苑指定通所介護事業所 

         定員 25 名 営業日：毎日（12/31～1/3 除く） 営業時間：9：30～16：30 

        雄風荘指定通所介護事業所 

         定員 25 名 営業日：月～土（12/31～1/3 除く）営業時間：9：45～15：45 

        大雄福祉センター指定通所介護事業所 

         定員 20 名 営業日：月～金（12/31～1/3 除く）営業時間：9：30～15：30 

        十文字福祉センター指定通所介護事業所（基準該当生活介護事業所） 

定員 30 名 営業日：月～土（12/31～1/3 除く）営業時間：10：00～16：00 

 

＜介護老人福祉施設部門＞ 

（施設理念） 

「人間の尊厳を認め合い、愛情に満ちた笑顔あふれる人間関係を育む」 

施設としての専門性、社会性、機能性等を有効に活用し、利用者様一人ひとりの人権・

人格を尊重し、身体的、精神的健康の保持向上に努め、個性を重んじながら、施設生活全

般において適切な援助及び介護を行い、生活の場としての快適な環境づくり、地域開放と

在宅福祉の充実に努め、地域福祉育成に貢献します。 

 

（１）特別養護老人ホーム平寿苑       

（施設目標） 

ご利用者の笑顔のある穏やかな暮らしを目指すとともに、関係機関やボランティア活動

の積極的受入と地域の方々との連携・共同により、開かれた施設づくりと施設内の各事業

所の協働による複合施設としての利点を最大限発揮できるよう、施設運営並びに介護サー

ビス等の向上を図ります。また、ご利用者やご家族との良好な関係のもとに状況に応じた

適切な介護サービスが適時に提供できるよう個別ケアの推進に努めます。平成３０年度に

おいては施設の大規模改修により、更なるご利用者の快適な生活環境作りに取り組んでい

きます。 



 

 

事 業 所：特別養護老人ホーム平寿苑     定員 50 名 

       平寿苑指定短期入所生活介護事業所 定員 10 名 

 

（２）特別養護老人ホーム雄水苑       

（施設目標） 

ご利用者のこれまでの生活感を大切にし、安心して暮らせる笑顔に満ちた家庭的な環境

に配慮し、「安全・安楽・安心」を基本とした心の通った柔軟な個別ケアの提供を目指し

ます。また、日々自己研鑽に努めることができる職員育成に取り組み、地域に根付いた有

用な社会資源・福祉の拠点となるべく地域住民とともに歩む施設運営を図ります。 

 

   事 業 所：特別養護老人ホーム雄水苑     定員 50 名 

特別養護老人ホーム雄水苑ユニット 定員 30 名 

        雄水苑指定短期入所生活介護事業所 定員 88 名 

 

※新規事業所として「雄水苑ユニット指定短期入所生活介護事業所」を開設予定。 

 

（３）特別養護老人ホーム憩寿園 

（施設目標） 

ご利用者がその人らしく安心して暮らせるよう、心の通った柔軟な個別ケアの提供に努

めます。福祉のプロとしての自覚を持ち、常によりよい介護のための「創意・研究・実践」

に努め、傾聴と共感の姿勢で、ご本人・ご家族の思いを大切にできる職員の育成に取り組

んでいきます。また、地域に根ざし、有用な社会資源として地域に資することができる施

設を目指してまいります。 

 

事 業 所：特別養護老人ホーム憩寿園     定員 58 名 

        憩寿園指定短期入所生活介護事業所 定員 88 名 

 

【その他】 

４.内部会議及び研修等 

（１）衛生委員会 

 職場における職員の安全と健康を確保するとともに、疲労とストレスを感じること 

が少ない職場環境を形成することを目的として、必要な事項の検討や対策への取り組 

みを行います。 

 

（２）福利厚生委員会 

 スポーツや趣味活動、小旅行等の交流を通して、職員間のコミュニケーションと心 

身のリフレッシュを図ることを目標とした、各種交流活動や企画を実施します。 

 



 

（３）感染症対策委員会 

 感染症の発生の予防及び蔓延防止に関する対策を検討することにより、利用者及び 

家族、また、職員等の健全な生活の営みに資することを目的に実施します。 

 

（４）事業担当者会議 

 役員会、委員会等での決定事項報告、総務、地域福祉、介護保険事業の各担当に分 

かれそれぞれにおける課題の協議と、連携の強化を目的に実施します。 

 

（５）介護福祉士等各種現場実習受入・指導 

 介護実習等の指導機関として、福祉関係職への就労を目指し就学している学生や、 

各機関で実施されている養成研修生の受け入れ及び指導にあたり、福祉の人材育成に努め

ます。 
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【地域福祉部門】 

平成３０年度は、「みんなが主役！みんなでつくる人にやさしいまち横手」の実現をめざ

して、地域のあらゆる社会資源と連携しながら、次の事業を重点的に取り組みます。 

 

○地域住民・福祉協力員をはじめ行政、関係機関・団体等との協働により、相談支援機能

の充実を図りつつ、小ネットワーク活動の推進により地域の解決力を高めます。 
 

○共助による生活支援や介護予防につなげるために、健康長寿の意識や関心を高めながら、

いきいきサロンなどの住民主体の社会参加の拠点や居場所づくりを推進します。 
 

○地域の支えあいが更に充実するよう、福祉教育及びボランティア活動の支援を通じて人

材育成を図り、みんなが主役の福祉のまちづくりを推進します。 
 

○年々増加傾向にある災害に備えて、災害ボランティアセンターの設置運営に関する準備

や訓練を行うと共に、被災地で必要な支援ができる人材の育成を図ります。 
 

○判断能力が弱まってきた方の権利擁護や公的制度の狭間にいる生活困窮者の自立支援

が図れるよう、社協内部及び行政との連携強化に努めながら、相手に寄り添った支援を

行います。 

 

 

＜地域福祉推進事業＞ 

１．地域福祉活動推進事業 

（１）福祉ネットワーク活動推進事業 

住民自身が地域の福祉課題やニーズに気づき、課題の解決に向けた住民同士、また地域の

福祉関係者、関係機関・団体との連携による住民主体の福祉活動を推進する。また、関係機

関・団体等の連携強化や福祉活動のコーディネート・支援等を目的に、職員の資質向上をめ

ざし各種会議・研修会、事業に参加する。 

①福祉ネットワーク活動推進事業 

 ◆内  容 各地域の実情に応じた事業(小ネットワーク会議・福祉座談会の開催、要援

護者台帳の整備、認知症徘徊見守り活動、住民支えあいマップの作成・更新

など)、各種機関・団体等が行う会議や研修会への参加、各種機関・団体等と

の連携強化及び事業への参画、子ども食堂及び学習支援の取り組みへの協力

など 

 ◆対 象 者 要援護者、町内会関係者、福祉関係者など 

 ◆実施期間 通年 

②福祉ネットワーク活動強化事業 

   ◆内  容 全社協・県社協等主催会議及び研修会への参加、他職員への伝達講習、近隣

市町村社協との合同研修会など 

   ◆対 象 者 地域福祉担当職員 



 

 

（２）福祉協力員活動推進事業 

地域福祉活動や社協事業を円滑に進めるため、各町内に福祉協力員を置き、地域の福祉関

係者や関係機関・団体等と連携しながら、福祉協力員及び福祉協力員会活動を推進する。 

①福祉協力員会活動の推進 

◆内  容 福祉協力員会活動の推進(事務担当などの業務)、各地域の実情に応じた事業

(会長・事務局・会計担当者会議)、活動費の交付(福祉協力員１人につき５

千円を基準)、福祉ネットワーク活動推進事業等との一体的な推進など 

◆実施期間 通年 

②福祉協力員会運営委員会の開催 

   ◆内  容 福祉協力員会活動に関する情報交換、社協事業に関する意見交換など 

   ◆出 席 者 各地区福祉協力員会会長（１５名） 

◆実 施 月 ７月 

◆実施場所 横手卸センター 

 

２．ボランティア活動推進事業 

（１）ボランティア活動支援事業 

   住民主体の福祉活動を推進するため、市民のボランティア活動への参画に向けた啓発やボ

ランティア活動者・団体の支援及び育成、活動調整などを行う。また、災害時や降雪時の市

民及びボランティアのニーズに対応できる体制の整備と実践を行う。 

①ボランティア活動啓発事業 

 ◆内  容 ボランティア活動の支援・相談対応・マッチング、連絡会議・情報交換会等

の開催、ボランティア登録手続き、ボランティア活動保険加入事務、ボラン

ティア活動保険料の補助(登録ボランティア団体、除雪活動を行う町内会な

ど)、ボランティア情報の発信、災害ボランティアセンターの設置(災害時)

など 

   ◆対 象 者 市民、ボランティア登録個人・団体、町内会など 

   ◆実施期間 通年 

  ②ボランティア育成事業 

   ◆内  容 各種事業・研修によるボランティアの育成(父ちゃんの楽校、ふくし探検隊、

災害ボランティア活動実践研修会) 

   ◆対 象 者 市民、学生など 

   ◆実 施 月 父ちゃんの楽校：通年(年６回)、ふくし探検隊：７～８月(２日間)、災害ボ

ランティア活動実践研修会：７月(２日間) 

 ③除雪ボランティア事業 

   ◆内  容 利用対象者の調査、除雪ボランティア活動のマッチング、除雪作業など 

◆対 象 者 活動者：市民、学生、企業、団体など 

利用者：単身高齢者・高齢者世帯、単身身体障がい者世帯など 

◆実施期間 １２～３月 

 



 

３．生活相談事業 

（１）相談所開設事業 

   身近な相談窓口として各種相談所を開設し、行政や関係機関・団体等と連携しながら、あ

らゆる生活課題・問題の解決支援に努めるほか、必要な福祉サービスの開発について検討す

る。 

①無料法律相談所の開設 

◆内  容 司法書士による法律に関する相談への対応など 

◆対 象 者 市民 

◆実施期間 通年（年３６回、Ｙ２ぷらざでは毎月、その他会場では３ヵ月に１回開設） 

◆実施場所 横手市交流センターＹ２ぷらざ、増田地域局内、平鹿町ゆとり館、雄物川在

宅介護支援センター、大森コミュニティセンター、十文字町健康福祉センタ

ー、大雄地域福祉センター 

②無料税務相談所の開設 

   ◆内  容 東北税理士会横手支部会員による税に関する相談への対応 

   ◆対 象 者 市民 

◆実施期間 通年（毎月第２木曜日） 

   ◆実施場所 横手市交流センターＹ２ぷらざ 

 

（２）車いす貸出事業 

   高齢者や障がい者等と同居している世帯で、他からの借り入れが困難な場合に、一時的に

車いすを無償で貸与する。また、地域の講座やイベント、学校が行う福祉学習等への貸出も

行う。 

   ◆内  容 車いすの貸出、車いすの補修など（保有台数：４３台） 

   ◆対 象 者 市内の高齢者や障がい者と同居する世帯、講座やイベント主催者、学校など 

◆実施期間 通年 

 

（３）たすけあい資金貸付事業 

   一時的に資金が必要で、その資金の融通が他から受けることが困難な世帯に対し、経済的

な自立につながるよう、民生委員や市くらしの相談窓口等と連携しながら、生活に関する相

談対応や必要に応じた資金貸付等を行う。 

①たすけあい資金貸付・償還事務 

◆内  容 生活に関する相談対応、資金貸付に関する事務、償還指導など 

◆対 象 者 市内に居住し、生活に必要な資金の融通を他から受けることが困難で、資金

貸付及び援助指導により、経済的な自立が認められる世帯(原則世帯主) 

 ◆実施期間 通年 

②資金貸付事業運営委員会の開催 

  ◆内  容 資金貸付事業に関する調査及び協議、資金貸付及び償還状況の確認、援助指

導及び償還指導に関する意見交換、償還免除等に関する協議など 

  ◆出 席 者 運営委員（８名） 

◆実 施 月 ５月、１０月（年２回） 



 

  ◆実施場所 社協本部会議室 

 

４．社協活動啓発事業 

（１）広報啓発事業 

   市民や地域等に社会福祉協議会の事業や地域の福祉活動、福祉・介護に関する情報などを

発信し、社会福祉協議会への理解促進や地域福祉活動への参画を促進する。 

①社協だよりの発行 

   ◆内  容 横手市社協だよりの発行 

 ◆配 布 先 市内全戸配布（約 33,500世帯） 

 ◆実 施 月 社協だよりの発行：６月、８月、１０月、１月、３月（年５回） 

②広報委員会の開催 

   ◆内  容 広報活動に関する企画及び編集に必要な協議、広報活動に対する評価、編集・

印刷業務委託業者の選考など 

   ◆出 席 者 広報委員（８名） 

   ◆実 施 月 ５月、１０月、２月、３月（年４回、内１回は編集・印刷業務委託業者選考

審査会） 

   ◆実施場所 社協本部会議室 

 

（２）福祉活動評価事業 

   社会福祉協議会が行う地域福祉事業や介護保険事業等の円滑な推進のため、事業の評価・

見直し等を行う。また、市と協働しながら次期横手市地域福祉計画・地域福祉活動計画の策

定に向けた準備を行う。 

 ①社協事業評価検討会議の開催 

   ◆内  容 福祉センター・施設ごとに社協事業の評価・見直し、今後の取り組みや地域

の福祉課題についての意見交換など 

   ◆対 象 者 社協理事・監事・評議員、福祉関係者など 

◆実 施 月 通年（各地域年１回程度） 

◆実施場所 各福祉センターほか 

②地域福祉活動計画推進事業 

   ◆内  容 第２次横手市地域福祉計画・活動計画の推進、次期計画の策定に向けた協議

など 

   ◆実施期間 通年 

   ◆実施場所 市役所本庁舎など 

 ③地域福祉部会の開催 

   ◆内  容 地域福祉事業の評価・見直し、地域の福祉課題・ニーズの把握、社協事業評

価検討会議を踏まえた地域福祉事業の検討など 

   ◆出 席 者 委員（５名） 

   ◆実 施 月 ８月、１２月、２月（年３回） 

   ◆実施場所 社協本部会議室ほか 

 



 

（３）社協会員募集事業 

  各世帯や福祉関係者、企業等より社協会員を募集し、地域の福祉課題やニーズに基づく地

域福祉事業への参画を促すと共に事業の財源を確保する。 

   ◆内  容 社協会員の募集に関する事務、福祉協力員等を対象とした説明会の開催、企

業等関係各位への協力依頼など 

   ◆対 象 者 市内の全世帯、企業、団体など 

   ◆実施期間 通年（ただし、７～９月を会員募集強調期間とする） 

 

（４）社会福祉大会開催事業 

地域の福祉に関する意識の高揚を図るために、社会福祉の発展に貢献された皆様の顕彰と

地域福祉活動の実践発表、福祉に関する講演等による社会福祉大会を開催する。 

◆内  容 式典(社協会長表彰、大会宣言等)、講演(福祉分野に関する内容)、地域福祉

活動・福祉教育活動実践発表等 

◆対 象 者 市民、福祉関係者、福祉団体など 

◆実施期日 １０月２３日（火） 

◆実施場所 秋田ふるさと村 ドーム劇場 

 

５．福祉団体支援事業 

（１）福祉団体支援事業 

  地域福祉活動の担い手である福祉団体の事務や活動助成金の交付等の活動支援を行う。 

  ①福祉団体事務の支援 

   ◆内  容 福祉団体事務の支援 

◆対象団体 市老人クラブ連合会並びに各地域老人クラブ連合会・市身体障害者福祉協会

連合会並びに各地区身体障害者福祉協会、市遺族連合会並びに各支部遺族会、

市手をつなぐ育成会並びに各地区手をつなぐ育成会 

◆実施期間 通年 

  ②福祉団体助成金の交付 

   ◆内  容 福祉団体への助成金の交付（市間接補助金含む） 

   ◆対象団体 市身体障害者福祉協会連合会、市遺族連合会、市手をつなぐ育成会、市老人

クラブ連合会、横手地区保護司会、市母子寡婦福祉連合会、市保育協議会、

横手平鹿手話研究会 

◆実施期日 ７月（助成金交付月） 

 

 

＜共同募金配分金事業＞ 

１．福祉のまちづくり事業 

（１）いきいきサロン事業 

   地域住民や当事者同士の交流や親睦、結びつきを深めることを目的とした地域の自主的な

サロン活動を支援し、住民主体の福祉のまちづくりを進める。また、生活支援体制整備事業

において、地域の居場所づくりの推進について協議しており、その開設支援に努める。 



 

  ①いきいきサロン活動の支援 

   ◆内  容 サロンの運営・活動に関する支援、サロンによる見守り・支えあい活動の推

進、活動助成金の交付(上限６万円)、開設支援助成金の交付(上限５千円)、

サロン通信の発行など 

   ◆サロン数 １３５サロン（横手：５９、増田：８、平鹿：１７、雄物川：１０、大森：

９、十文字：１２、山内：８、大雄：１２） 

          ※活動助成金無しのサロン含む 

   ◆開設支援 ６ヵ所 

    サロン数 

◆実施期間 通年 

  ②いきいきサロン関係会議の開催 

   ◆内  容 各地域のいきいきサロンの推進を目的とした関係会議の開催 

   ◆出 席 者 各サロンの代表世話人など 

   ◆実 施 月 通年（各地域年１回開催） 

③いきいきサロン世話人研修会の開催 

 ◆内  容 サロンの事例発表、居場所づくりなどをテーマとした講演、情報交換など 

   ◆出 席 者 各サロンの世話人など 

   ◆実 施 月 １１月 

   ◆実施場所 平鹿生涯学習センター 

 

（２）かいごカフェ事業 

   介護者同士の交流などを通じて、在宅で介護されている方のリフレッシュを図ると共に、

今後介護に携わられる方や介護に関心のある方に知識や理解を深めてもらい、安心して介護

できる地域づくりをめざし集いの場を開設する。また、ボランティアの協力を得て運営を行

い、住民主体による支援活動につなげていく。 

   ◆内  容 講話、創作活動、情報交換など 

   ◆対 象 者 在宅で介護されている方、今後介護に携わる方、介護に関心のある方など 

   ◆実施期間 通年（毎月 1回） 

   ◆実施場所 横手市交流センターＹ２ぷらざ 

 

２．福祉教育活動推進事業 

（１）福祉教育活動推進支援事業 

福祉教育活動や地域との交流活動等の支援を通して児童生徒の福祉に関する関心を高め、

地域福祉活動の担い手育成と参画を推進する。 

①福祉教育活動推進校支援事業 

   ◆内  容 福祉教育活動推進校の指定、福祉体験学習や地域・施設との交流活動等の支

援、活動助成金の交付(上限４万円)など 

   ◆対 象 校 市内の小学校、中学校、高校、特別支援学校で申請のあった学校 

◆予定推進校 ２３校（横手：９、増田：３、平鹿：２、雄物川：２、大森：１、十文字：

３、山内：１ 大雄：２） 



 

◆実施期間 通年 

 

（２）福祉出前事業 

   地域や学校等が開催する福祉に関する講座・研修等への支援を通して、市民や児童生徒等

の福祉に関する関心を高め、地域福祉活動への参加を促進する。 

   ◆内  容 福祉に関する講座や研修等への講師及び職員の派遣、企画の提案など 

   ◆対 象 者 市民、町内会・自治会、学校、企業、事業所、福祉団体など 

◆実施期間 通年 

 

３．共同募金運動啓発事業 

（１）共同募金委員会事務事業 

  横手市共同募金委員会の事務を担当し、赤い羽根共同募金運動の推進や災害等による被災

世帯への支援などを行う。 

   ◆内  容 横手市共同募金委員会の運営事務、赤い羽根共同募金運動及び募金百貨店プ

ロジェクト等への協力、県共同募金会主催の会議・研修等への参加など 

   ◆実施期間 通年 

 

 

＜市受託事業＞ 

１．自立相談支援事業 

（１）自立相談支援事業 

   生活困窮者が困窮状態から早期脱却することを支援するため、本人の状態に応じた相談支

援等を実施すると共に、地域における支援体制を構築して生活困窮者の自立を促進する。 

   ◆内  容 相談窓口での対応(横手市役所本庁舎内)、出張や訪問等による相談対応及び

支援、関係機関のネットワークづくり、社会資源の開発、支援調整会議の開

催、地域福祉事業との連携、各種研修会への参加など 

   ◆対 象 者 市民（支援対象者：生活困窮者であり、かつ本事業の支援が必要と認められ

る者） 

◆実施期間 通年 

 

２．ふれあい安心電話システム推進事業 

（１）ふれあい安心電話システム推進事業 

在宅の単身高齢者等に対し、生活相談や話し相手に応じると共に、急病や災害等の緊急時

にも対応できる支援を通じて、孤独感や不安感の解消を図る。 

   ◆内  容 端末機等の保守管理、協力員に関する事務、利用申請者の調査、利用に関す

る説明会等の開催、相談対応及び安否確認など 

   ◆対 象 者 単身高齢者世帯、高齢者世帯など 

   ◆保有台数 ２９１台（増田：３４、平鹿：４０、雄物川：３８、大森：２８、十文字：

９８、山内：２３、大雄：３０） 

   ◆実施期間 通年 



 

３．障がい者社会参加促進事業 

（１）輪気愛相スポーツ交流事業 

   障がい者とその家族、ボランティア、学生等がスポーツによる交流を通じて、障がい者へ

の理解と社会参加を促進する。また、実行委員会を設置し、事業の企画運営を行う。 

  ◆内  容 輪気愛相スポーツ交流会の開催、実行委員会の開催 

 ◆対 象 者 参加者：障がい者、ボランティア、学生、市民など 

        実行委員：障がい者並びにボランティア代表者、福祉関係者など 

◆実 施 月 １０月（実行委員会は８～９月に２回開催） 

   ◆実施場所 さかえ館 

 

（２）声の広報・点字広報の発行 

   障がい者の生活の質の向上と社会参加の促進を目的に、朗読・点訳ボランティアの協力を

得ながら声の広報及び点字広報を作成し配布する。また、作成するボランティアの育成に努

める。 

   ◆内  容 横手市広報等の声の広報及び点字広報の作成と配布(作成者：声の広報…朗読

ボランティアまんさくの会、点字広報…六星会)、朗読・点訳ボランティア講

座の開催、視覚障がい者とボランティアとの交流懇談会(利用者意見交換会)

の開催 

   ◆対 象 者 視覚障がい者等で必要とされる方など 

◆実施期間 通年（朗読・点訳ボランティア講座、交流懇談会は２月） 

 

４．在宅介護支援センター事業 

（１）在宅介護支援センター事業 

   在宅の要援護高齢者及びその家族の福祉の向上を目的に、在宅介護に関する相談対応や介

護等に関する必要なサービスが受けられるよう、関係機関との連絡調整等を行う。 

   ◆内  容 要援護高齢者の実態把握、保健福祉サービスに関する情報提供、在宅介護に

関する指導及び助言、公的サービスの申請手続きの代行、保健・医療・福祉・

介護に関わる機関等との連絡調整など 

         （横手・雄物川・十文字・山内福祉センター、平寿苑に設置） 

◆対 象 者 市内に居住する介護保険第１号被保険者またはその家族・親族 

◆実施期間 通年 

 

５．自立者支援通所事業 

（１）ミニデイ事業 

   高齢者の孤立感の解消と自立した生活の助長、介護予防等を目的に、趣味活動や送迎・入

浴サービス、健康づくりなどを行う。 

   ◆内  容 教養・趣味活動、介護予防活動、送迎、入浴、昼食など 

   ◆対 象 者 概ね６０歳以上の単身高齢者等 

◆実施期間 通年（各地域で週１～５日開催） 



 

   ◆実施場所 ホテルウェルネス横手路、上畑温泉ゆ～らく、平鹿ときめき交流センターゆ

っぷる、雄物川地域間交流施設交流センター雄川荘、大森農業者休養健康増

進施設(大森健康温泉)、山内ほっとパレスゆうらく館、大雄地域福祉センタ

ー・ゆとりおん大雄 

 

６．生活支援体制整備事業 

（１）生活支援体制整備事業 

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って生活ができるよう、地域の支えあいによる生

活支援や介護予防を推進するために、地域住民や関係機関などの話し合いの場を設置し、地

域の情報共有や連携強化、課題の解決に向けた検討などを行う。 

◆内  容 第１・２層協議体の活動推進(事務局機能)、行政・社協連絡会議の開催、生

活支援コーディネーター連絡会議の開催、協議体構成員研修の開催、事業の

啓発活動など 

   ◆実施期間 通年 

 

 

＜県社協受託事業＞ 

１．生活福祉資金貸付事務事業 

（１）生活福祉資金貸付事務事業 

   低所得世帯や要援護者世帯等に対し、安定した生活が送れるよう、必要な資金等を低金利

または無利子で貸付すると共に、民生委員や市くらしの相談窓口等と連携しながら必要な相

談支援を行う。 

   ◆内  容 生活に関する相談対応、資金貸付に関する事務、県社協が行う償還指導への

協力など 

   ◆対 象 者 市民（低所得者世帯、高齢者世帯、障がい者世帯、離職者など） 

 ◆実施期間 通年 

 

２．福祉サービス利用援助事業 

（１）日常生活自立支援事業 

   判断能力が弱まってきた高齢者や障がい者等が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

福祉サービスの利用援助や日常的な金銭管理を行う。 

   ◆内  容 専門員及び生活支援員による福祉サービスの利用援助、日常的金銭管理、書

類等の預かり、生活支援員研修会の開催など 

   ◆対 象 者 判断能力が弱まってきた高齢者、知的障がい者、精神障がい者など 

   ◆実施期間 通年 

 

 

 

 


